第１号様式（第４条関係）

北区安心安全ネット継続応援事業補助金交付申請書

	（あて先）　北区長
	年　　月　　日

	住所（主たる事務所）
	団体の名称及び代表者の氏名

電話　　　－


	京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により，補助金の交付を申請します。

	団体の概要
	構成団体
	· 役員名簿を添付してください。

· 団体の規約やその他の団体についての資料等があれば添付してください。

	事業計画
	実施する活動
※該当する活動に○をつけてください。
	・子ども・高齢者の転倒・転落予防活動

・自転車・自動二輪車に係る交通安全活動

・自転車盗難の防止活動

・高齢者の見守り体制を充実させる活動

・災害対策（かまどベンチの設置）
・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	事業の概要

※具体的な内容やスケジュール等を詳細に記述してください。
	


　＊提出いただいた情報は，北区版運動プログラムの進捗管理等のため，「みんなでつくる安心安全な
　　まち北区推進協議会」に提供する場合がありますのでご了承ください（個人に関する情報は提供し
　　ません）。
第２号様式（第４条関係）

北区安心安全ネット継続応援事業補助金収支予算書

	（あて先）　北区長
	年　　月　　日

	住所（主たる事務所）


	団体の名称及び代表者の氏名

電話　　　－


１　収　入

	項　　目
	金額（円）
	内　　訳

	１　補助金

２　その他


	
	

	合　　計
	
	


２　支　出

	項　　目
	金額（円）
	内　　訳

	
	
	

	合　　計
	
	


第３号様式（第５条関係）

京都市指令　　第　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　北　　　区　　　長　
（担当：地域力推進室）
北区安心安全ネット継続応援事業補助金交付決定通知書

　年　　月　　日付けで申請のあった学区の北区安心安全ネット継続応援事業補助金について，下記のとおり交付することを決定しましたので通知します。

記

１　事業名

２　交付金額　　　　　　　　　　円

３　交付の条件

（1） 事業の変更又は中止をしようとするときは，区長の承認を得なければならない。

（2） 事業が完了した後，１箇月以内又は　　年３月３１日のいずれか早い日までに，実績報告書を提出しなければならない。なお，特に必要があると認めるときは，事業の終了前に，補助金の全額を概算払いすることができる。

（3） この補助金の交付の決定後，次の事項に該当すると認められる場合は，補助金の交付金額の全額又は一部を返還しなければならない。

ア　不正の手段により，補助金の交付を受けようとし，又は受けたとき。

イ　補助金の交付の目的以外に補助金を使用したとき。

ウ　第６条第３項の規定により，変更又は中止の承認を受けたとき。

エ　補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。

オ　この要領の規定に違反したとき。
	＜審査請求，処分取消しの訴えについて＞
１　この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内であっても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求をすることができなくなります。
２　また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）ただし，当該期間内であっても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。


第４号様式（第５条関係）

京都市指令　　第　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　様

　　　　　北　　　区　　　長

（担当：地域力推進室）
北区安心安全ネット継続応援事業補助金不交付決定通知書

　年　　月　　日付けで申請のあった北区安心安全ネット継続応援事業補助金について，下記のとおり不交付とすることを決定しましたので通知します。
記

１　不交付の理由

	＜審査請求，処分取消しの訴えについて＞
１　この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内であっても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求をすることができなくなります。
２　また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）ただし，当該期間内であっても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。


第５号様式（第６条関係）

北区安心安全ネット継続応援事業計画変更・中止承認申請書
	（あて先）　北区長
	年　　　月　　　日

	住所（主たる事務所）
	団体の名称及び代表者の氏名

電話　　　－


年　　月　　日付けで補助金の交付決定の通知を受けた事業の計画を，下記のとおり変更・中止したいので承認願います。

記

１　変更・中止の内容

２　変更・中止の理由

第６号様式（第７条関係）

北区安心安全ネット継続応援事業実績報告書

	（あて先）　北区長
	年　　　月　　　日

	住所（主たる事務所）
	団体の名称及び代表者の氏名

電話　　　－


京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規定により，北区安心安全ネット継続応援事業の実績について報告します。

記

	交付決定日
	

	完了年月日
	

	事業費総額
	円

	事業の内容
	

	

	事業の成果
	

	
	

	課　題　等
	

	


第７号様式（第７条関係）
北区安心安全ネット継続応援事業補助金収支決算書
	（あて先）　北区長
	年　　　月　　　日

	住所（主たる事務所）

	団体の名称及び代表者の氏名
電話　　　－


１　収　入
	項　　目
	金額（円）
	内　　訳

	１　補助金
２　その他


	
	

	合　　計
	
	


２　支　出
	　項　　目
	金額（円）
	内　　訳

	
	
	

	合　　計
	
	


第８号様式（第９条関係）

京都市指令　　第　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　北　　　区　　　長　

（担当：地域力推進室）
北区安心安全ネット継続応援事業補助金交付額決定通知書

　年　　月　　日付け，京都市指令　　第　号をもって交付を決定した北区安心安全ネット継続応援事業補助金について，下記のとおり補助金交付額を確定したので通知します。

記

補助金交付額　　　　　　　円（概算払い　　　　　　円，精算払い　　　　　　円）

	＜審査請求，処分取消しの訴えについて＞
１　この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内であっても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求をすることができなくなります。
２　また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）ただし，当該期間内であっても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。


第９号様式（第１０条関係）
北区安心安全ネット継続応援事業補助金概算払請求書
	（あて先）　　北区長
	年　　月　　日

	住所（主たる事務所）
　
　

	団体の名称及び代表者の氏名
　


	京都市補助金等の交付等に関する条例第２１条の規定により，補助金の概算払を請求します。

	交付決定日
	

	交付予定額
	

	補助金の請求額
	


